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平成１２年１２月期 中間決算短信 　　平成１２年 ７月２７日

ア サ ヒ ビ ー ル 株 式 会 社　　　　　　上場取引所（東証・大証・名証各第１部・京証）

コード番号　　２ ５ ０ ２
東 京 都 中 央 区 京 橋 三 丁 目 ７ 番 １ 号
問 合 せ 先　　責任者役職名　　  　広 報 部 長

　　氏　　　　　名　　  　菊 地 史 朗　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　０３（５６０８）５１２６
中間決算取締役会開催日　　　平成１２年　７月２７日　　　　　　　　　　　中 間 配 当 制 度 の 有 無 ： 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日　　　平成１２年　９月１４日

１．平成１２年６月中間期の業績（平成１２年１月１日～平成１２年６月３０日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨て）

売 上 高
対前年中間期
増 減 率

営業利益
対前年中間期
増 減 率

経常利益
対前年中間期
増 減 率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
１２年６月中間期 ４７９，８２３ (　0.3) ３０，６４８ (　1.1) ２２，９５９ ( 3.7)
１１年６月中間期 ４７８，２０１ (　4.2) ３０，３２６ (△7.6) ２２，１３２ (19.9)

１１年１２月期 １，０５２，５１３ ６９，４４７ ６６，１６２

中間（当期）純利益
対前年中間期
増 減 率

１ 株 当 た り
中間（当期）純利益

会計処理基準

百万円 ％ 円 銭
１２年６月中間期 ８，９５０ (44.7) １７ ９７ 中間財務諸表作成基準
１１年６月中間期 ６，１８４ (18.1) １２ ４２ 中間財務諸表作成基準

１１年１２月期 ９６０ １ ９３ ――――

(注)１．期中平均株式数　　　　　１２年６月中間期　　　　４９７，９８９，９１４株
１１年６月中間期　　　　４９７，８９７，６９２株
１１年１２月期　　　　４９７，９４１，７７６株

２． 会計処理の方法の変更　　無
３． 平成１１年１２月期及び平成１２年６月中間期につきましては税効果会計を適用しております。

(2)配当状況

１ 株 当 た り
中 間 配 当 金

１ 株 当 た り
年 間 配 当 金

円 銭
１２年６月中間期 ６ ００ ────
１１年６月中間期 ６ ００ ────

１１年１２月期 ──── １２円００銭

(3)財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
１２年６月中間期 １，１７６，４９９ ３８３，９６３ ３２．６ ７７１ ０３
１１年６月中間期 １，１２７，５９１ ３８５，５８２ ３４．２ ７７４ ２９

１１年１２月期 １，０５４，８０７ ３７８，０８８ ３５．８ ７５９ ２３

(注)１．期末発行済株式数　　　　１２年６月中間期　　４９７，９９１，１０５株
１１年６月中間期　　４９７，９８０，２２９株
１１年１２月期　　４９７，９８９，６７０株

２．中 間 期 末 の 有 価 証 券 の 評 価 損 益　　　　　　　　　△４８６百万円

３．中間期末のデリバティブ取引の評価損益　　　　　　　　　△　２５百万円

２．平成１２年１２月期の業績予想（平成１２年１月１日～平成１２年１２月３１日）

 １株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭
１ ２ 年 １ ２ 月 期 １，０７５，０００ ５０，０００ ２，０００ ６ ００ １２ ００

（参考）１株当たり予想当期純利益　４円０２銭

（額面株式 １単位1,000 株）
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経　営　方　針

１．会社の経営の基本方針

当社は、経営理念である「最高の品質と心のこもった行動を通じて、お客様の満足を追求し、世

界の人々の健康で豊かな社会の実現に貢献する」を基本に社会やお客様とともに発展し続ける企業と

なることを目指しております。

平成１２年の経営展開に当たっては、「新しい夢、中期経営計画達成に向けて確実な第１歩を！」

を年次方針とし、中期経営計画初年度の経営目標の達成に向けて全社員が一丸となって積極的な活動

を進めていくことを基本方針としております。

２．会社の利益配分に関する基本方針

当社は、株主重視の観点に立ち、株主への利益還元を重要な政策として位置づけております。収

益力の向上、財務体質の強化等の利益重視の経営を通して、継続的且つ安定的な配当を実施してまい

ります。

また、経営力の強化、ブランド力の強化、財務体質の強化、企業イメージの強化等々の積極的な

経営活動を通して引き続き企業価値の向上に努めてまいります。

３．中長期的な会社の経営戦略

国際会計基準の導入を始め、資本市場のグローバル化、酒類販売免許等の規制緩和、世界的な合

従連衡など、当社を取り巻く環境は大きく変化しております。これらの経営環境の変化を先取りし、

中期的に当社の企業価値を向上させ続けていくことが基本的な経営課題であると考えております。

当社は、平成１１年９月、「世界に挑戦する革新・創造型企業を目指す」ことを基本目標に、２

０００年をスタートとし２００４年までの５カ年の中期経営計画を策定いたしました。取り組みスケ

ジュールは、「経営革新・経営基盤強化」の前期２年間と「グループ競争力の向上・グループ全体の

成長」の後期３年間の２期に分けて取り組みを進めてまいります。また、基本方針としては、「お客

様満足の追求」「商品品質の更なる向上」を基本に、「キャッシュフローや利益を重視した経営への

転換」「資本効率や資産効率の向上」「株主など全てのステークホルダーの更なる満足追求」「グロ

ーバルスタンダード経営の推進」「グループ経営の強化」などに取り組み、「経営品質の更なる向上

と経営の革新」を達成してまいります。
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４．会社の対処すべき課題

本年は中期経営計画の初年度として、前期２年の課題である「経営革新・経営基盤強化」の具体

化を図ってきております。経営革新につきましては、本年３月の株主総会の決議を経てコーポレート

ガバナンスの革新を実施いたしました。取締役の人数を４０人から１０人に変更するとともに、執行

役員制を導入し、経営と執行の明確な分離を図りました。また、社外取締役を１名から３名に増員し、

経営機能の強化と透明性の向上を図りました。今後更に取締役会の強化を図るとともに、よりスピー

ドのある経営の展開を実行していくことが次の課題と考えております。同時に本社組織を見直し、戦

略機能を強化するとともに、よりスピードのある実行ができる体制を確立していくことも喫緊の課題

と認識しております。

経営基盤の強化につきましては、財務体質の強化を進めていく上で、変動費のコストダウン、固

定費の圧縮、ブランド力の強化、社員の利益意識の徹底などが次の課題と考え、全社一丸となった取

り組みを進めております。

更に、後期３年間の取り組みである「グループ競争力の強化・グループ全体の成長」に向けての

準備を早急に進めていくことが必要になっております。酒類販売免許の規制緩和に伴う市場の変化を

グループ内に取り込むとともに、将来の人口減少も予測に入れ、グループ事業のポートフォリオによ

る見直しとその結果としての事業の統廃合を早急に進めてまいります。また同時に、将来の収益源と

しての新規事業への投資も積極的に検討していくこととしております。

これらの経営課題の解決、達成を通して、更に高い収益性を確保し、株主の期待にお応えしてい

くことを経営の目標としております。
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経　営　成　績

１．当期の概況

当上半期のわが国経済は、個人消費の本格的な回復には至らず、なおも厳しい状況にあります。

しかしその一方で、企業部門における収益の大幅な改善傾向や設備投資、輸出の持ち直しなど明るい

兆しも見られる状況となっております。今後、民間需要を中心として景気の自律回復の動きが強まる

ことが期待されます。

本年のビール業界は、各社がビール新商品や新容器を発売するなどビール販売強化に取り組みま

したが、景気の低迷やアルコール飲料の多様化などの影響を受け、１～６月の大手５社ビール課税数

量は前年同期比 4.4％の減少となりました。ビールに発泡酒を加えた市場規模も前年同期比 0.3％の

減少となっております。

このような状況の中で、当社は主力商品のアサヒスーパードライが前年同期比 1.3％増と堅調に

推移し、ビール業界のトップブランドの地位を確固たるものといたしました。この結果、当社全体の

ビール課税数量は、ブランド数集約による数量の減少はあったものの、それを吸収して、前年同期比

0.3％増と堅実な拡大を実現しております。ビール市場に於けるシェアも業界平均を大幅に上回る伸

び率の達成によって、45.6％と半期ベースで初めて 45％を上回り、過去最高を更新することができ

ました。

以上の結果、当上半期の総売上高は、過去最高の 479,823 百万円、前年同期比 0.3％増、1,622

百万円の増収となりました。利益につきましては、営業利益は 30,648 百万円、前年同期比1.1％増、

経常利益は 22,959 百万円、前年同期比 3.7％増、中間純利益は 8,950 百万円、前年同期比 44.7％

増となりました。経常利益、中間純利益は何れも過去最高の水準となっております。

海外事業につきましては、年初よりチェコのプラハビール社で、アサヒスーパードライの現地生

産を開始し、欧州１６カ国への出荷を実現しております。これにより当社は、北米、中国に続き海外

戦略に於ける重点三市場の全てにアサヒスーパードライの生産・販売拠点を確保いたしました。今

後は売上数量および事業の拡大を図るとともに、確実に利益のあがる事業へとビジネスモデルの改革

に取り組んでまいります。

また、変化の激しい経営環境に即応するため、コーポレートガバナンスの改革とともに、グルー

プ経営の時代に対応するためのグループ本社の機能強化、新規事業創成のための事業計画推進部の新

設、利益志向徹底のための営業利益連動型賞与制度の導入、人材の流動化を図るための社員社内公募

制度の導入、将来の収益源発掘のための社内ベンチャー制度の新設などの社内制度改革を積極的に進

めております。今後も引き続き、企業の基本である社員の活性化を通して、当社の将来の可能性をよ

り現実のものにしていくこととしております。
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２．部門別の状況

酒類部門

＜ビール＞

当社の１～６月のビール課税数量は、業界全体が大幅なマイナスとなる中で、前年同期比 0.3％

増と堅調に推移し、シェアは45.6％と半期ベースで初めて 45％を上回り、過去最高を達成すること

ができました。

商品別では、アサヒスーパードライは１～６月累計で前年同期比 1.3％増の 8,680 万函と過去最

高の売上を記録しました。特に２～５月に実施いたしましたミニ樽ホームサーバーの当たる「スーパ

ードライ辛口実感キャンペーン」は予想を遥かに上回る 3,700 万口ものご応募を頂き、当社の新た

な提案にお客様の大きな共感を頂けたものと思います。

新商品では、お客様の健康志向に対応し、「モルト１００％でライト」という全く新しい味と機

能を持ったアサヒスーパーモルトを発売。１～６月累計で 222 万函の売上となりました。

広告宣伝活動につきましては、アサヒスーパードライのパワーブランド化を目指し、「ビールの

力」をキャッチコピーとして強力に取り進めてまいりました。また個性派商品につきましてはそれぞ

れの商品特性を明確に表現するとともに、お客さまの共感を得られる内容のものとしてまいりました。

以上の結果、ビールの当上半期の売上高は前年同期比 0.6％増の 473,851 百万円となりました。

＜ワイン＞

本年は長引く景気低迷により、ワイン消費量が大きく後退しております。このためワイン市場全

体は、当上半期について前年同期比15％減と推定されます。その中で当社は、梅ワイン、ライマン・

ワインズ等の個性豊かな商品を中心に販売促進を進めてまいりましたが、売上数量は前年同期比

2.1％減となりました。

また、全般的に低価格化が進んでいることの影響もあって、ワインの当上半期の売上高は前年同

期比 7.3％減の、2,970 百万円となりました。

＜その他の酒類＞

樽ハイ、中国酒貴楽等を合わせたその他の酒類につきましては、樽ハイが前年同期比 29.8％増

と好調に推移したこともあり、当上半期の売上高は前年同期比 22.5％増の 2,117 百万円となりまし

た。

以上の結果、酒類部門全体の当上半期の売上高は前年同期比 0.6％増の 478,940 百万円となりま

した。

不動産部門

不動産部門全体の当上半期の売上高は、前年同期比 62.2％減の 883 百万円となりました。
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３．通期の見通し

当下半期の全ビールの需要は、上半期の傾向が続くものとみられておりますが、一方で回復の兆

しもみえはじめております。

こういった状況の中で、当社は年初に掲げた前年同期比 7％増のビール売上数量目標を修正させて

いただくことといたしました。通年で前年同期比 2.0％増の売上数量目標を新たに設定いたしました。

これにより、通年の売上高は 10,750 億円、前年同期比 2.1％増、営業利益は 700 億円、前年同期比

0.8％増、経常利益は 500 億円、前年同期比 24.4％減、当期純利益 20 億円、前年同期比 108.3％増

となる計画であります。当下半期ならびに来年に向けて、改めて売上の拡大と経費の有効使用による

利益の拡大を経営上の優先課題として取り組んでいく所存でございます。尚、経常利益の減益、当期

純利益の低水準は、中期経営計画で公表いたしました通り、財務体質の強化を図る期間の特殊事情で

あります。

また、当下半期には、グループ経営の強化に向けたグループ全体のガバナンス、組織の見直し、

グループ各社の経営改革、事業再編などの他、引き続き、利益重視の徹底、社内活性化などの将来に

向けた経営施策を積極的に展開していく計画としております。

４．配当金について

当上半期の中間配当につきましては、１株当たり６円とすることに決定させていただ

きました。

なお、期末配当につきましては、１株当たり６円とし、中間配当と合わせて年間で

１２円の配当を予定しております。

以上
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比　較　貸　借　対　照　表
（金額単位：百万円）

科 目
平成１２年６月中間期

（平12.6.30 現在）

平成１１年６月中間期

（平11.6.30 現在）

増 　　減

（△印減）

平成１１年１２月期

（平11.12.31 現在）

〔資産の部〕

流 動 資 産 ４８９，２６３ ４４０，５２４ ４８，７３９ ３７３，９６０

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

棚 卸 資 産

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

２，８６７

１７，３６１

１７０，２８７

１０７，３８９

５９，８００

１０６，７３４

５７３

２５，２９８

△ １，０５１

６８７，２３５

２，４８６

２１，２０４

１６５，９０４

１０４，９９４

６４，１２５

４９，３６８

――

３３，５６７

△　　１，１２８

６８７，０６６

３８０

△　３，８４２

４，３８３

２，３９４

△　４，３２４

５７，３６５

５７３

△　８，２６８

７７

１６８

１５，２７３

２１，３６５

１５３，０３２

１０９，３８８

４９，２０３

１，５３２

５７３

２４，４１９

△　　　　８２９

６８０，８４６

有 形 固 定 資 産

建 物

機 械 及 び 装 置

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 等

子会社株式・出資金

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

５６４，８７６

１５９，４８５

１８２，４３０

１３６，１０３

８６，８５７

８，１９６

１１４，１６３

６３，８４８

４，３１９

４，００９

５１，１０４

△　　９，１１９

５５９，６１７

１６１，３６８

１７９，６０２

１３４，１１４

８４，５３２

４，０３９

１２３，４０９

５５， ６５２

７，７２２

――

６５，９８３

△　　５，９５０

５，２５８

△　１，８８３

２，８２７

１，９８８

２，３２４

４，１５６

△　９，２４５

８，１９５

△　３，４０３

４，００９

△１４，８７９

△　３，１６９

５６５，７０３

１５８，２３０

１７６，５３６

１３６，３０２

９４，６３３

３，９８１

１１１，１６１

５９， ７６９

７，５１８

４，００９

４８，８９１

△　　９，０２７

資　産　合　計 １，１７６，４９９ １，１２７，５９１ ４８，９０８ １，０５４，８０７
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（金額単位：百万円）

平成１２年６月中間期

（平12.6.30 現在）

平成１１年６月中間期

（平11.6.30 現在）

増 　　減

（△印減）

平成１１年１２月期

（平11.12.31 現在）

〔負債の部〕

流 動 負 債 ６１１，６７３ ５２１，８３８ ８９，８３４ ４５４，９４３

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

１年以内償還社債

未 払 酒 税

預 り 金

コマーシャルペーパー

そ の 他

固 定 負 債

１，１９８

４２，１８９

１００，２６８

４０，０００

１４９，８５８

９７，３５８

１０２，５００

７８，２９９

１８０，８６２

１，２０６

４９，００３

５２，１１７

５０，０００

１０６，３３３

９８， ０４０

８２，０００

８３，１３８

２２０，１６９

△　　　　　　８

△　　６，８１４

４８，１５１

△　１０，０００

４３，５２５

△　　　　６８１

２０，５００

△　　４，８３８

△　３９，３０７

１，４２４

４６，４５８

３６，１１７

５０，０００

１３８，３１０

１０３，６３２

――

　７９，０００

２２１，７７４

社 債

長 期 借 入 金

長 期 未 払 金

退 職 給 与 引 当 金

１２４，０２０

４７，５００

１，８００

７，５４２

１６４，０３２

４８， ３２９

――

７，８０８

△　４０，０１２

△　　　　８２９

１，８００

△　　　　２６６

１６４，０２１

４８， ２７０

１，８００

７，６８３

負　債　合　計 ７９２，５３５ ７４２，００８ ５０，５２６ ６７６，７１８

〔資本の部〕

資 本 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

剰 余 金

［うち中間（当期）純利

益 ］

１７７，６６５

１６９，４５６

７，７８６

２９，０５５

［８，９５０］

１７７，６５９

１６９，４５０

７，１７９

３１，２９２

［６，１８４］

６

５

６０６

△　　２，２３７

［２，７６６］

１７７，６６４

１６９，４５６

７，４７８

２３，４８９

［９６０］

資　本　合　計 ３８３，９６３ ３８５，５８２ △　　１，６１８ ３７８，０８８

負 債 資 本 合 計 １，１７６，４９９ １，１２７，５９１ ４８，９０８ １，０５４，８０７

科　　　　目
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　貸借対照表の注記

（金額単位：百万円）

摘　　　要
平成１２年６月中間期

（平12.6.30 現在）

平成１１年６月中間期

（平11.6.30 現在）

増 　　減

（△印減）

平成１１年１２月期

 （平11.12.31 現在）

１．有形固定資産に対する

減 価 償 却 累 計 額 ２６８，４７０ ２４２，７５２ ２５，７１７ ２５４，８５３

２．自 己 株 式 株数（株） １０４，９０６ ５，０５６ ９９，８５０ ６，７２８

金 額 １２０ ７ １１２ ７

３．債権流動化による売掛債権譲渡高 ―― ―― ―― １４，９７５

（注）上記「自己株式」には、ストックオプション制度により取得した自己株式９９，０００株が含まれております。

 ４．偶発債務
（１） 借入金等に対する保証債務等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

摘　　　要
平成１２年６月中間期

（平12.6.30 現在）

平成１1年６月中間期

（平11.6.30 現在）

増 　　減

（△印減）

平成１１年１２月期

 （平11.12.31 現在）

保 証 債 務 １１，４５８ １１，５４９ △　　　　９０ １１，３０６

保 証 予 約 １１，５９６ １４，３１１ △　２，７１４ １２，１０２

経 営 指 導 念 書 等 ５６，９１１ １００，８８０ △４３，９６９ ６８，９５０

（２） デリバティブ取引に対する保証債務等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

摘　　　要
平成１２年６月中間期

（平12.6.30 現在）

平成１１年６月中間期

（平11.6.30 現在）

増 　　減

（△印減）

平成１１年１２月期

 （平11.12.31 現在）

契約額等 ３，７００ ５，０００ △　１，３００ ５，０００
保証予約

評価損益 ４５３ ５６０ △　　　１０７ ６２４

契約額等 ３３，７１７ ６７，８３５ △３４，１１７ ４２，５０３経営指導

念 書 等 評価損益 ９７５ △　　　３５９ １，３３４ １，３７６

（注）上記デリバティブ取引は、連結子会社の借入金等に関する金利変動リスク等を回避する目的のものであ
ります。

５．平成１２年６月中間期中の発行済株式数の増加内訳

１　株　当　た　り
銘　　　柄

平成１２年６月中間期

増 加 株 式 数 転 換 価 格 資本組入額

千株 　　　　   　　円　 銭 円

第２回物上担保付転換社債 １ 　　   　６９６　８０ ３４９

転 換 社 債 計 １ ――― ―――

合 計 １ ――― ―――
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比　較　損　益　計　算　書

（金額単位：百万円）

平成１２年６月中間期

自　平12.1. 1

至　平12.6.30

平成１１年６月中間期

自　平11.1. 1

至　平11.6.30

増 　　減

（△印減）

平成１１年１２月期

自　平 11. 1. 1

至　平 11.12.31

売 上 高
売 上 原 価
販売費及び一般管理費

４７９，８２３
３６１，０３２
８８，１４２

４７８，２０１
３６１，１６３
８６，７１０

１，６２２
△　　　１３１

１，４３２

１，０５２，５１３
７９２，９４７
１９０，１１７

営 業 利 益 ３０，６４８ ３０，３２６ ３２１ ６９，４４７

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
雑 収 入

営 業 外 費 用
支 払 利 息
雑 損 失

１，４６９
１，１４４

３２５

９，１５８
３，９４５
５，２１３

２，７０４
１，４１１
１， ２９２

１０，８９９
６，３１９
４，５７９

△　１，２３４
△　　　２６７
△　　　９６７

△　１，７４０
△　２，３７４

６３４

１６，５５４
１，９７６

１４，５７７

１９，８４０
１２，３８５
７，４５４

経 常 利 益 ２２，９５９ ２２，１３２ ８２７ ６６，１６２

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
子 会 社 株 式 売 却 益

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 除 却 損
ｺﾞﾙﾌ会員権評価損等損失
子 会 社 整 理 損 失
子 会 社 支 援 損 失
子 会 社 株 式 評 価 損
役 員 退 職 慰 労 金

１
１

――

６，２５０
２，６４１
２，７３５

――
――
――

８７３

１０
１０
――

６，３６８
２，７３９

――
――

３，５００
――

１２８

△　　　　　９
△　　　　　９

――

△　　　１１７
△　　　　９８

２，７３５
――

△　３，５００
――

７４４

２６，９０７
１３，６９８
１３，２０８

８５，５４６
６，３４３

――
３３，６４３
４２， ３００

３，１３０
１２８

税引前中間（当期）純利益 １６，７１０ １５，７７４ ９３６ ７，５２３

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

７， ７６０
――

９， ５９０
――

△ １，８３０
――

１０，４４０
△　　　３，８７６

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ８，９５０ ６，１８４ ２，７６６ ９６０

前 期 繰 越 利 益 １，１５２ ３，３６８ △　２，２１５ ３，３６８

過 年 度 税 効 果 調 整 額 ―― ―― ―― ７０７

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う
固定資産圧縮積立金取崩高 ―― ―― ―― ２，５７７

中 間 配 当 額 ―― ―― ―― ２，９８７

利 益 準 備 金 積 立 額 ―― ―― ―― ２９８

中間（当期）未処分利益 １０，１０３ ９，５５２ ５５０ ４，３２６

科　　　　　　　目

( (( ) ))
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中間財務諸表作成の基本となる事項

１．正規の決算において採用している会計処理の原則及び手続と異なる事項

（１）減価償却費の計上方法

減価償却費については、当中間会計期間末の固定資産の年間減価償却費見積額を期間により配分した額

を当上半期に計上しております。

（２）退職給与引当金繰入額及び適格退職年金の計上方法

退職給与引当金繰入額及び適格退職年金掛金（通常掛金及び過去勤務費用掛金）は、年間見積額を期間

により配分した額を当上半期に計上しております。

（３）上半期に発生し、その効果が下期に及ぶ広告宣伝費の計上方法

上半期に発生し、その効果が下半期に及ぶ広告宣伝費については、発生時からその効果が及ぶ期間に按

分計上しております。

（４）法人税、住民税及び事業税の計上方法

当中間会計期間より税効果会計（簡便法）を適用しております。この変更に伴い、税効果会計を適用し

ない場合に比べ、中間純利益及び中間未処分利益は 2,400 百万円多く計上されております。

（５）貸倒引当金の計上方法

事業年度末の債権額を過去の経験率により見積もり、一事業年度を単位とした要繰入額を計算し、これ

を期間を基準として上・下半期に配分して計上しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

（１）商品、製品、半製品・・・・・・・・・・総平均法に基づく原価法

（２）販売用不動産・・・・・・・・・・・・・個別法に基づく原価法

（３）原材料、貯蔵品・・・・・・・・・・・・移動平均法に基づく原価法

３．有形固定資産の減価償却の方法

（１）生産設備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・法人税法の規定による定額法

上記のほか、東京工場の閉鎖とともに除却する生産設備については、除却時の未償却額を除却

予定日までの期間に基づいて償却しております。

（２） 物流設備ほか（平成１０年４月１日以降取得の建物＊）・・・・・　　　　〃　　　　　定額法

（３） 上記以外の物流設備ほか・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　　　〃　　　　　定率法

 （＊）建物附属設備は除く。

４．消費税等の処理

消費税等は税抜方式によっております。なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ流動負債「そ

の他」に含めて表示しております。

追加情報

１． 東京工場の閉鎖とともに除却する生産設備については、期間損益を適正に算定するため、通常の減価償却

に加えて、除却時の未償却額を除却予定日までの期間（３年）に基づいて償却し、営業外費用として処理

しております。

２． 自社利用のソフトウエアについては、「研究開発費及びソフトウエアの会計処理に関する実務指針」（日

本公認会計士協会　会計制度委員会報告第１２号　平成１１年３月３１日）の経過措置の適用により、従

来の会計処理方法を継続しております。ただし、同報告により上記にかかるソフトウエアの表示について

は、当中間会計期間より「投資等その他」から「無形固定資産」に変更しております。

 なお、減価償却方法は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
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部　門　別　売　上　高
（金額単位：百万円）

区 分
平成１２年６月中間期

自　平12.1. 1

至　平12.6.30

平成１１年６月中間期

自　平11.1. 1

至　平11.6.30

増 減 率

（△印減）

平成１１年１２月期

自　平 11. 1. 1

至　平 11.12.31

ビ ー ル

ワ イ ン

その他の酒類

不 動 産

４７３，８５１

２，９７０

２，１１７

８８３

４７０，９２７

３，２０５

１，７２９

２，３３８

％

０．６

△　７．３

２２．５

△６２．２

１，０３８，０８８

６，７１０

３，９９５

３，７１８

合 計 ４７９，８２３ ４７８，２０１ ０．３ １，０５２，５１３

((( ) ) )
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［リース取引関係］

  １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（金額単位：百万円）

平 成 １ ２ 年 ６ 月 中 間 期 平 成 １ １ 年 ６ 月 中 間 期 平 成 １ １ 年 １ ２ 月 期

機械及び

装置

工具･器

具･備品

その他 合　計 機械及び

装　　置

工具･器

具･備品

その他 合　計 機械及び

装　　置

工具･器

具･備品

その他 合　計

取 得 価 額

相 当 額 45,914 35,616 74 81,605  45,914 32,824      79 78,818 45,914 34,639      70  80,624

減 価 償 却

累計額相当額 18,450 17,175 38 35,664  14,134 14,573      40 28,747 16,292 15,753      34  32,080

期 末 残 高

相 当 額 27,464 18,440 36 45,941  31,780 18,251      39 50,071 29,622 18,885      36  48,544

②未経過リース料期末残高相当額

平成１２年６月中間期 平成１１年６月中間期 平成１１年１２月期

１ 年 内 １０，３４３ ９，６０９ １０，０５９

１ 年 超 ３８，５０４ ４３，３０８ ４１，４０９

 合 計 ４８，８４７ ５２，９１７ ５１，４６９

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

平成１２年６月中間期 平成１１年６月中間期 平成１１年１２月期

支 払 リ ー ス 料 ６，４１０ ６，１４６ １２，４４４

減 価 償 却 費 相 当 額 ５，１６５ ４，９０８ ９，９６４

支 払 利 息 相 当 額 １，２２４ １，３７８ ２，６９７

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・ 減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

おります。

・ 利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

・未経過リース料

平成１２年６月中間期 平成１１年６月中間期 平成１１年１２月期

１ 年 内 ９ ８ ９

１ 年 超 １６ １５ ２１

 合 計 ２６ ２３ ３１

（金額単位：百万円）

（金額単位：百万円）

（金額単位：百万円）
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有 価 証 券 の 時 価 等

（金額単位：百万円）

平成１２年６月中間期末
（平成１２年６月３０日現在）

平成１１年６月中間期末
（平成１１年６月３０日現在）

 平成１１年１２月期末
（平成１１年１２月３１日現在）

種 類
中 間 貸 借
対照表計上額

時 価 評価損益
中 間 貸 借
対照表計上額

時 価 評価損益
貸借対照表
計 上 額

時 価 評価損益

(1) 流動資産に

属するもの

株 式

債 券

そ の 他

107,397

─

─

78,949

─

─

△28,447

─

─

105,002

─

─

83,558

─

─

△21,443

─

─

109,396

─

─

90,655

─

─

△18,740

─

─

小 計 107,397 78,949 △28,447 105,002 83,558 △21,443 109,396 90,655 △18,740

(2)固定資産に

属するもの

株 式

債 券

そ の 他

13,810

─

─

41,772

─

─

27,961

─

─

 6,499

─

─

14,475

─

─

 7,976

─

─

13,604

─

─

39,540

─

─

25,936

─

─

小 計 13,810 41,772 27,961  6,499 14,475  7,976 13,604 39,540 25,936

合 計 121,207 120,72 △486 111,501  98,03 △13,467 123,000 130,196 7,195

（注）

(１) 時価（時価相当額を含む）の算定方法

①上場有価証券　　　　東京証券取引所及び大阪証券取引所等の最終価格であります。

②店頭売買有価証券　　日本証券業協会が公表する最終売買価格等であります。

(２) 流動資産に属する株式及び固定資産に属する株式には、自己株式を含んで表示しております。

なお、評価損益は次のとおりであります。

（平成12年6月中間期末） （平成11年6月中間期末） （平成11年12月期

末）

（流動資産に属するもの） 0 百万円 △0 百万円 △0 百万円

（固定資産に属するもの） 12 百万円 ― 百万円 ― 百万円

(３)  開示の対象から除いた有価証券の(中間)貸借対照表計上額

（平成12年6月中間期

末）

（平成11年6月中間期末） （平成11年12月期

末）

（固定資産に属するもの）

店頭売買株式を除く非上場株式 54,795 百万円 59,780 百万円 51,964 百万円

非公募の内国債券 591 百万円 511 百万円 591 百万円

優先出資証券 － 百万円 10,000 百万円 － 百万円
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

１．通貨関連 　　（金額単位：百万円）

平 成 １ ２ 年 ６ 月 中 間 期 末

（平成１２年６月３０日現在）

平 成 １ １ 年 ６ 月 中 間 期 末

（平成１１年６月３０日現在）

平 成 １ １ 年 １ ２ 月 期 末

（平成１１年１２月３１日現在）

契 約 額 等 契 約 額 等 契 約 額 等

区
　
　
　
　
　
分

種 類

うち

１年超

時 価
評 価

損 益 うち

１年超

時 価
評 価

損 益 うち

１年超

時 価
評 価

損 益

市
場
取
引
以
外
の
取
引

為替予約取引

買建

ドイツマルク 266 － 241 △25 273 － 255 △17 － － － －

合 計
266 － 241 △25 273 － 255 △17 － － － －

（注）１．為替予約取引の時価は先物為替相場により算定しております。
２．外貨建金銭債権債務等に為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外貨

建金銭債権債務等で、(中間)貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについては、開示の対
象から除いております。

２．金利関連 　　（金額単位：百万円）

平 成 １ ２ 年 ６ 月 中 間 期 末

（平成１２年６月３０日現在）

平 成 １ １ 年 ６ 月 中 間 期 末

（平成１１年６月３０日現在）

平 成 １ １ 年 １ ２ 月 期 末

（平成１１年１２月３１日現在）

契 約 額 等 契 約 額 等 契 約 額 等

　
　
区
　
　
分

 種　類

うち

１年超

時 価
評 価

損 益 うち

１年超

時 価
評 価

損 益 うち

１年超

時 価
評 価

損 益

市

場

取

引

以

外

の

取

引

金利スワップ

　　　　取引

受取固定

支払変動

支払固定

　受取変動

－

－

－

－

－

－

－

－

12,000

67,000

－

－

458

△2,607

458

△2,607

12,000

47,000

－

－

231

△1,104

231

△1,104

　合　　計
－ － － － 79,000 － △2,149 △2,149 59,000 － △872 △872

（注）金利スワップ取引の時価は契約を約定した金融機関から提示された価格によって算出しております。


